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さんこんにちは。ただいまご紹介いただきました弁護士の早田と申し

ます。今日は「医療労働者の長時間労働の改善に向けて」というお題

をいただきました。特に看護師の方が過労死をされた事件の裁判を題材にし

て、そこから教訓として得られることや、今後どのように改善につなげて

いったらいいかということを含め、基本的なところからお話をさせていただ

きます。最初に、看護師の過労死裁判の事例などを紹介させていただき、長

時間労働に対する法律上の規制の問題、そして過労死・過労自殺の問題の三

つを柱としてお話をさせていただきます。
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 はじめに

全大教顧問弁護団

早田　由布子

医療労働者の
長時間労働の改善に向けて

　旬報法律事務所 弁護士

－看護師過労死裁判に学び労働時間規制の
基礎を知って活用しよう－

全大教第27回医科系大学教職員懇親会　講演より（2016年11月5日）

著書に「未払い残業代請求法律実務マニュアル」（2014年、共著、
学陽書房）、「憲法カフェへようこそ！意外と楽しく学べるイマド
キの改憲」（2016年、編著、かもがわ出版）等。労働法、憲法、
集団的自衛権、秘密保護法に関する講演多数。
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ず、看護師の過労死裁判とはどういう事件かということで、25歳の看

護師の方がくも膜下出血を発症されてお亡くなりになったという、本

当に痛ましい事件です（資料＜事案の概要＞は次のページに掲載）。25歳で

くも膜下出血は極めて珍しいと言っていいのではないかと思いますが、過重

労働の結果、こういうことになってしまったということです。

　この方は1997年3月に看護学校を卒業して、その年の4月に国立循環器

病センターに看護師として入職され、その約4年後にお亡くなりになられま

した。まず、この方は脳神経外科に配属され、入院患者が37人前後のところ

に看護師21人という体制で勤務されていた。国立循環器病センターですか

ら、極めて高度な専門性が要求される。また、研究活動なども重視されると

いうことで、通常の看護業務のほかに、研究活動や、3～4年目なので新人

の方の研修も担っておられました。

　勤務体制は、こういう体制は特殊なのか、よくあることなのか、私はよく

わからないところではあるのですが、深夜勤、日勤、準夜勤、早出、遅出と

いう5種類のシフトを組み合わせた体制でした。時間外労働時間数は、資料

＜事案の概要＞に判決の認定を紹介しました。過労死においては、過労に

よって病気を発症したとなったら、その発症時点からさかのぼって6カ月の

間にどれぐらいの長時間労働があったかということを基準に、過労死と言え

るかどうかという認定をすることが多いです。

　これは後で詳しくお話をさせていただきますが、この看護師の方は、月平

均50～60時間程度の時間外労働をされていたということです。そして、

2001年2月13日にくも膜下出血を発症され、3月に死亡、25歳でお亡くな

りになった。50時間程度というのは、過労死の事案にしては、時間外労働の

時間数だけを見れば決して多いわけではないのが特徴の事案です。翻って考

えると、どれだけ看護師の方々の労働が過重であるのか、負担が重いもので

あるのかということがわかる事件ではないかと思います。

 1．看護師過労死裁判はどのような事件か

ま
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資料　＜事案の概要＞

１９９７年３月　看護学校卒業
１９９７年４月　国立循環器病センター入職
　脳神経外科９階東病棟に配属
　在院患者３７人前後　看護師２１人体制
　通常の看護業務のほか、研究発表、新人教育（プリセプター
　業務）などを担当

勤務体制
　深夜勤　午前０時３０分～
　日勤　　午前８時３０分～
　準夜勤　午後４時３０分～
　早出　　午前７時～
　遅出　　午前１１時～

時間外労働時間数　　 　一審　　　　　　　二審
　発症前１週間　　　　１０時間３０分　　　１１時間１５分
　発症前１か月間　　　５１時間３０分　　　５４時間４５分
　発症前２か月間　　　５４時間３０分　　　５９時間１０分
　発症前３か月間　　　５６時間２０分　　　６４時間４５分
　発症前４か月間　　　５５時間２２分　　　５０時間２５分
　発症前５か月間　　　５１時間５７分　　　３８時間１５分
　発症前６か月間　　　５２時間２２分　　　５４時間１５分

２００１年２月１３日　くも膜下出血発症
３月１０日死亡（死亡当時２５歳）
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働基準法で長時間労働に対し、どういった規制がなされているのかと

いう話をさせていただきたいと思います。ご存じの方には基本的なこ

とになってしまい、物足りないかもしれませんが、ちょっとお付き合いくだ

さい。

（１）労働時間に対する規制

① 1日、1週あたりの労働時間規制

　まず、1日の労働時間はどのように規制をされているのか。原則として1

日8時間、そして週40時間が原則の労働時間です。先ほどから言っている

「時間外労働」とは、すべて1日8時間、週40時間を超えた労働時間がどれ

ぐらいあるかという話になります。1日8時間、週40時間の労働時間を法定

労働時間と言ったりしますが、労働基準法で1日の労働時間、週の労働時間

を合計この時間数以下にしなければいけないと定められている時間です。こ

れを超えて働かせれば残業代を払わなければいけないことになります。

② 労働基準法という法律の特徴

　労働基準法という法律の特徴に少し触れたいと思います。皆さん、「労働

法」という言葉は聞いたことがあるかもしれませんし、本屋さんに行って法

律書のコーナーに行くと、労働法というタイトルの本がたくさんありますが、

実は労働法という名前の法律はありません。労働基準法、労働契約法、労働

組合法、最低賃金法、労働安全衛生法といったいろいろな法律が束になり、

労働分野にかかわる法律の分野を指して労働法と言っています。

　そのうち、最低賃金法はたぶんいちばんイメージしやすいですね。最低時

給はいくら以上でなければいけないというのを都道府県ごとに定めた法律で

す。これに対し、労働基準法は労働条件の最低基準を定めた法律です。例え

ば長時間労働をさせました、あるいは児童労働をさせましたといった場合に

は、労働をさせることが労働者の健康を害したり、あるいは成長に害を与え

 2．労働基準法による規制

労
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たり、そういった害を与えることが往々にしてある。そのような害を防止す

るために基準を設け、例えば契約で労働基準法の定めている基準以下の労働

条件を定めたとしても、それは無効だという法律です。

　そして、労働基準法に違反した場合には罰則があります。これが適用され、

使用者が起訴されたりすることは実際上あまりないのですが、いちばんひど

い場合には労働基準監督署の監督官が踏み込んでいき使用者、経営者を逮捕

することまでできる強い法律です。逆に言えば、労働基準法を守らないこと

が労働者にとってどれだけ害かということが、その裏返しであると言えるか

と思います。

③ 零細企業に対する例外

　これが労働時間の原則で、週40時間と言いましたが、実は零細企業に対す

る例外があり、ある事業所内で働いている労働者の数が10人未満という場

合には、週の労働時間の上限が40時間ではなく44時間になります。簡単に

言えば、月曜日から金曜日まで1日8時間働き、普通だったらそれで終わり

ですが、プラス土曜日に半分の4時間働いてもいいということです。そう

いった特例があります。これは病院も対象になっているので、例えば小さい

クリニックで常時働いている労働者が10人未満であるような場合には、週

の労働時間は44時間まで。それを超えた場合には法定の残業代が発生する

ことになります。

（２）休憩時間

　休憩時間についても定めがあります。もちろん、8時間ぶっ通しで勤務し

たら大変です。1日の労働時間が6時間を超えるときは45分以上の休憩を途

中で与えないといけない。また、8時間を超えるときは1時間以上与えない

といけない。与えないといけない休憩時間は最低、いちばん短いところを労

働基準法で定めているということです。

　ただ、労働基準法の休憩に対する規制で私が足りていないと思うところは、

まず一つ、最長時間の定めがないことです。例えば休憩時間3時間、4時間と
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いう定めも有効になってしまう。そうすると、1日の拘束時間が長くなって

しまいます。朝から晩までいなければいけないことになってしまうので、こ

れは問題ではないかと私は思います。

　また、45分とか1時間という休憩を分割で与えることも禁じられていない

ので、8時間労働で1時間休憩があります。ただし、10分ごと6回やります

という定め方も、実は労働基準法には反しないことになります。でも、10分

の休憩では疲れが全然取れない。私は大学生のときにミスタードーナツでア

ルバイトをしていたのですが、元日は人がいないので開店から閉店までずっ

といました。その間に取れた休憩は10分ずつしかないので、10分の休憩な

んて、疲れが全然取れないことを実感したことがあります。

　これが違法になることを主張している学者もいますが、疲労が回復しない

ような休憩の取らせ方は、もう休憩の実質はないのではないかと言って差し

支えないと思います。万が一こういった定めがある場合には、労働組合とし

ても対応しなければならないことになってきます。

　昼休憩1時間と言われているけれども、その昼休憩の間に看護日誌を書か

なければいけないのですけどという相談をよく受けることがあります。また、

ナースステーションにいて電話番をしなければいけないのですという相談を

受けることもあります。それは休憩とは言えないことになります。

　どこまで労働時間と言えるのかという話を過労死のところでさせていただ

きますが、電話番をしているとか、看護日誌を書いているとかいうのは労働

時間です。休憩時間ではないことになるので、これは休憩を取らせていない

ことになります。例えば、所定時間が8時間で、うち1時間休憩となってい

るけれども、そのうち30分は電話番をしていましたというときは、その30

分間は残業になるわけです。合計8時間半働かせたわけなので、その30分は

残業がつくことになります。

（３）二交替制はなぜできるか

　1日の上限8時間といっても、シフト自体が8時間を大幅に超えている例が

あると思います。典型的には2交代制の場合です。私が見聞きした日勤・夜
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勤の交代制の例として、日勤が午前8時から午後5時までで、夜勤が午後4

時半から翌日の午前8時半までとなった場合には、それぞれ休憩が1時間

あったとしても、この場合、日勤は8時間労働です。それに対し、夜勤は15

時間労働になってしまう。これは1日8時間労働を大幅に超えているのでは

ないか。なぜこれができているのかというと、変形労働時間制というものを

活用しています。

　変形労働時間制は、1日8時間を厳守するのは難しいけれども、1カ月間

合計してならせば1日8時間を超えない。夜勤で15時間労働をする代わりに、

その後2日間お休みにするといった形になります。そういった変形労働時間

制を活用して2交代制が導入されている場合があるかと思います。ただし、

変形労働時間制は、1日の労働時間がとても長くなり、労働者の体に与える

影響はすごく大きいことになるので、変形労働時間制を導入する要件も、法

律上、厳しく定められています。

　変形時間労働制の例：１か月単位の変形労働時間制の要件（労基法３２条の

２）として、まず①労使協定または就業規則で定めないといけない。就業規

則で定めたらいいことになってしまうと、実質、使用者が一方的に定めてい

いに等しいので、ちょっとどうかなとは思っているのですが、かつ、②変形

期間を1カ月として、どの日から数えるかをきちんと文書にしておかなけれ

ばいけない。ある月は1日からで、ある月は15日から数えるなどということ

を許したら、ものすごく不規則になります。ある期間の労働時間がものすご

く長くなっていることを許してしまうので、起算日をきちんと定めないとい

けないということです。③変形期間中に1週間当たりの所定労働時間を平均

40時間以内とする。ある1週間にぎゅっと詰めてはいけないということです。

④期間中の労働日と所定労働時間を特定すること。

　私はいろいろな病院の相談を受けていて、④の要件が満たされていない病

院がたいへん多いです。事前にシフト表のような形で、この日は夜勤で、そ

の翌日、翌々日は休みみたいなことをきっちり定めておかないと、変形労働

時間制そのものが無効ということになります。どうしてかというと、いきな

り「明日、夜勤お願い」というと、体調を整える時間がないので、スケジュー
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ルに関して予測できるようにする。予測できるようにすれば、ある程度体調

を整える余裕も出てくるので、そういうことができるようにしないといけな

いという趣旨で④が要件になっています。ご自分の職場でこれが守られてい

るかどうかをチェックしていただいてもいいかと思います。

　こういった四つの要件を満たさない変形労働時間制は無効になります。変

形労働時間制が無効になったらどうなるかというと、1日8時間を超える労

働については残業代が請求できることになるので、先ほどの夜勤15時間と

いうものを例に取ると、8時間までは通常の労働時間だけれども、超えた7時

間分については残業代が発生する話になります。

　ただし、これが法律上できるとはいっても、2交代制は拘束時間がすごく

長いことになるので、労働者の健康に与えるリスクはすごく大きくなります。

また、安全リスク、特に医療の現場では、労働時間が長くなるとミスが発生

しやすくなるので、安全に対するリスクも増えることになります。また、生

活リスク、例えば、夜勤が多いと家庭がきちんと維持できないとか、お子さ

んを育てている方だと、お子さんを預ける先がないとかいったリスクを伴う

ことになるので、2交代制は問題のある体制であろうと考えられています。

しかし、現場の看護師さんの意見を聞くと、2交代制のほうが楽だという意

見も多いです。そういった職場の要望を出し合っていただき、労働組合とし

てどういう要望を出すのかということを議論していただければと思います。

（４）閑話休題：弁護士と労働組合、それぞれの役割

　少し脱線しますが、私が弁護士と労働組合は役割がどう違うのかというこ

とをお話しするときに、よく「賃上げ」と「賃下げ」と言います。弁護士は

ある意味、法律違反のことしか主張できない。法律に基づき、法律違反だか

らこれは権利がありますよという主張しかできない。少なくとも法律違反で

あると言えなければ裁判まで持っていけません。先ほどの賃上げと賃下げの

話で言うと、賃下げは法律違反の可能性が高くなります。ずっと裁判で争っ

ていた例の賃下げの話も、賃下げだから裁判で争えた。ですから、これは弁

護士の仕事になるわけです。
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　しかし、賃上げは、賃上げをしないからそれが違法になる、ということは

ほとんどありません。ただ、賃上げをずっとされないまま働かせ続けている

職場はおかしいと思いませんか。労働者にとってはすごく不満ですよね。で

すから、職場環境の改善、あるいは労働条件の向上のために、労働組合が賃

上げさせようということで交渉していくことになります。これが弁護士と労

働組合の役割の違いということで、私がよく説明をするところです。

　労働組合の大きな役割としては、職場の声を皆さんから集め、その中で、

ではどういう要望を、病院なり、使用者なり、大学なりにぶつけていくのか

ということを議論することです。これこそ、先ほど長山書記長がおっしゃっ

ていた「これぞ民主主義」ということになるわけです。皆さんも職場の要望

はどういうところにあるのかということをご自身で出し合っていただき、労

働組合の方針の決定をしていただければと思います。どういう方針を取るか

を決めることから民主主義なので、民主主義をいちばん体験できる場所は労

働組合ではないかと思います。

（５）妊産婦、育児・介護中の労働者への配慮

① 妊産婦の場合

　2交代制が取られていて、変形労働時間制の要件をきちんと満たしている

場合でも、こういう人たちには適用してはいけないという例が二つあります。

一つは妊産婦の場合です。妊産婦は妊娠中および産後1年を経過しない女性

のことを言いますが、妊産婦が請求した場合には、変形労働時間制を取って

いる場合でも、法定労働時間1日8時間を超えて労働させることは禁止され

ています。

　労働基準法66条に条文があるのですが、ポイントとしては「請求した場

合」で、自分で主張しないと適用除外にならないので、妊娠中の方、産後1

年を経過しない方は、遠慮なく請求をしてもらえればと思います。そこで万

が一、職場の上長から、「あなた、困るのよね」などと嫌みを言われたときは、

そのときこそ労働組合の出番なので、そういった事例も含め、労働組合を活

用していただければと思います。
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　2交代制の場合だけではなく、妊産婦に対してはそもそも夜勤をさせては

いけないのです。これも請求した場合ということになるのですが、妊産婦が

請求した場合には、時間外労働、休日労働、深夜業、深夜は午後10時から

午前5時までのことを言いますが、をさせてはならないことになっています。

これも労働基準法66条に書いてあるものです。妊産婦の場合には、特に気

をつけていただければと思います。

　これは結構話題になりましたが、全労連という労働組合の女性部が去年

（2015年）の4月から7月に行った調査で、妊娠経験のある働く女性のうち

4分の1が流産を経験している。しかも、全職種のうちで流産の率が最も高

かったのが看護師で、37.4％であったというアンケート結果を公表していま

す。また、労働ジャーナリストの小林美希さんが「職場流産」という本を書

いています。その中でも、やはり看護師さんが職場のことを考えて夜勤に入

らないことはできないから無理して夜勤に入り、その後、流産してしまった

例も紹介されています。ぜひ、ご自分の体のことを最優先に考えていただき、

特に妊産婦の場合にはこういった権利をきちんと使っていただければと思い

ます。

② 育児・介護中の労働者

　さらに、育児中、介護中の方には、育児や介護に必要な時間を確保できる

ような配慮をしないといけないということで、労働基準法の施行規則、

ちょっとマイナーな規則ですが、定めがあるので、こういった規則も活用し

ていただければと思います。

　

（６）時間外労働のしくみ

① 2種類の残業

　時間外労働はどのように請求できるのかという話をさせていただきたいと

思います。残業は2種類あり、法内残業と法外残業があります。これが問題

になるのは、所定労働時間が8時間に満たない場合だけになります。所定労

働時間が例えば7時間の職場で8時間労働させたといったら、1時間の法内残
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業が生じたことになります。8時間を超えた部分は、どういう契約になって

いようが法外残業ということで、労働基準法に基づいて残業代が発生するこ

とになります。

例：9:00         　　 12:00　 　13:00　　　 　　　　17:00　　　18:00

　（↑ 所定7時間、休憩1時間の例）

② 何が残業時間にあたるか

　では、何が残業時間に当たるのかという話です。ここも職場で問題になる

ことが多いのではないでしょうか。先ほど、休憩中に看護日誌を書いていた

とか、電話番をしていたとかいう例を紹介しましたが、何が残業時間に当た

るのかは、その時間が労働時間と言えるかどうかによって決まります。労働

時間かどうかは、労働者が使用者の指揮命令下に置かれている時間かどうか

によって決まります。

　この指揮命令という言葉が結構問題で、私は残業代の請求の裁判を何十件

ではきかないぐらいやっていますが、そこで使用者からよく言われるのは、

勝手に働いていた、会社は知らないということです。あるいは残業を事前に

申請するので、事前申請がない残業は認めませんというパターンもあります。

ただこれは、残業が発生するかどうか事前に予測できる場合もありますが、

できない場合も多いので、事前申請がなければ残業とは認めませんというの

は、裁判所にはほとんど相手にされていないと思います。

　タイムカードがある職場の場合、職場にいた時間はタイムカードからわか

ることが多いですが、何時から何時までいたことがわかるからといって、そ

れがすべて労働時間なのかどうかということが争いになったりします。また、

タイムカードを打ち終わった後に何か作業をしなければいけないといった

ルールがある場合もあります。

　先ほど紹介した看護師の過労死裁判で、どういったものが労働時間とされ

  法外残業 法内残業　  所定労働時間    休憩   所定労働時間
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たのかと言いますと、チーム会、消耗品係としての作業、教育委員会、クリ

ティカルパス勉強会、研修会、大掃除、休日の病棟相談会およびチーム会、

新人教育業務、看護研究（自宅で従事したものを含む）です。結論から言う

と、職員互助会が主催するクリスマスパーティー以外はすべて労働時間と認

定されています。チーム会、消耗品係としての作業、教育委員会、クリティ

カルパス勉強会、研修会、大掃除、休日の病棟相談会およびチーム会、ある

いは新人教育業務、また看護研究。これは自宅で研究していたものも労働時

間と認定されました。

　弁護士としての感覚で言うと、自宅でやっていたのは立証が難しい。どう

やって立証するのかというと、例えばメールなどです。自宅で例えば書面を

作成して、それをメールでどこかに送りました。そのメールの送信時刻を

もって労働時間の算定基礎にしますなどということを言うのですが、その書

面をいつからつくり始めたのかというところが立証できないので、非常に難

しいところにはなります。

　労働時間のメモも、タイムカードよりは証拠としての価値が低いと考えら

れてはいますが、ないより絶対にいいです。ぜひ自分の身を守るためにも、

自分が何時から何時まで働いているのかは記録ができるように工夫をしてい

ただければと思います。

　あとは、仮眠時間は労働時間なのかがよく争いになります。裁判例で有名

なもので言うと、ビルの管理人さんです。24時間管理人がいるビルで、仮眠

時間が労働時間に当たるかどうかが争われたのが、この点についてのリー

ディングケースになります。仮眠時間は労働時間と言えるかどうかについて

は、必要に応じて労働に従事しなければならないかどうかということで決ま

ります。例えば、呼び出しがあったらいつでも駆けつけないといけない場合。

私は弟が医師なので弟から聞くのですが、仮眠室にインターホンのようなの

があり、○○先生来てくださいと呼ばれるそうです。そういったものは労働

時間にあたる可能性が高いことになります。それに対し、仮眠時間中はパ

ジャマに着替え、呼び出し音も鳴らない、同僚は仮眠者を起こさないことに

なっている、それぐらい仮眠時間が確保されている場合は労働時間に当たら
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ないとされる可能性が高いことになります。

　また、研修です。最近よくあるのは、一般企業で語学研修を行い、それが

労働時間に当たるのかどうかということが裁判で争いになったりします。病

院や会社の業務のための研修である場合や、福利厚生のため、自分自身の

キャリアアップのため、いろいろな場合があると思います。この看護師の裁

判でも、研究時間が労働時間に当たるかどうかということがありましたが、

自主的に行っている研究、あるいは論文の執筆などは労働時間に当たるのか

どうかということも問題にはなってきます。

　ケース・バイ・ケースですが、参加の自由が確保されているかどうか。そ

の研修は参加自由になっているのか、それとも基本的には来なさいというこ

とになっているのか、あるいは業務との関連性があるか。自分の担当病棟に

関しての研修、あるいはキャリアアップのための語学研修なのか、関連性の

強さにより、労働時間かどうかが変わってきます。

　研修への不参加にペナルティーが科されていれば100％労働時間というこ

とになるのですが、これほど明確な場合はそう多くなく、上司の命令で救急

医療の研修を受ける場合はどうか。上司の命令ということなので、実質的に

は断れないことになると労働時間に当たる可能性が高まるでしょう。これも

必ずということではないので、諸般の事情を総合考慮してということなりま

す。

　これに対して、病棟の業務とはほとんど関連はしないのだけれども、福利

厚生のために語学研修をする場合は労働時間に当たらないとされる可能性が

高いことになってきます。

（７）残業に対する規制

　では、残業はどういう条件が整えばしていいのかという話をさせていただ

きます。原則として、法定の労働時間、1日8時間、週40時間を超える労働

は違法です。原則違法である残業を違法でなくする方法が36協定というも

のです。皆さんお聞きになったことがあるでしょうか。労働基準法36条に

定めているので36協定と呼ばれています。1日8時間週40時間の労働時間
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を超えて残業させる場合、または、週1回の法定休日を与えなければいけな

いことになっているのですが、法定休日に労働をさせる場合には、あらかじ

め労使の間で書面による協定を締結して、これを労働基準監督署に届け出な

ければいけないことになります。36協定が締結されていないのに残業させ

るのは直ちに違法ということになります。

　36協定には、残業時間の上限を書かなければいけません。これについては

厚労省で基準があり、延長限度時間と言ったりします。図1をご覧ください。

これは厚労省のパンフレットから引っ張ってきたのですが、1週間で15時間、

2週間で27時間、だいたい4週間に定めることが多いのですが、4週間で43

時間を限度としなければいけないことになっています。例えば4週間の上限

の時間が43時間だと書いてある36協定の場合に、4週間の間の残業時間が

50時間でした、60時間でしたということになると、それは36協定違反にな

ります。

【図1】
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　ただし、これには例外があります。図2ですが、特別な事情がある場合に

は43時間を超えて残業させることは可能だということになっています。世

間一般で行われているものすごい長時間の労働時間は、この特別事情によっ

て許されていることになります。本当は、このパンフレットに載せてあるよ

うな特別な事情というのは臨時的なものだけです。常に特別事情があったと

いうのはだめだということになっていて、例えば予算・決算業務などがある

ので、3月決算の会社だから3月はすごく忙しいので、3月はすごい残業が

多くなりますとか、そういった場合に限って認められることにはなっている

のですが、ほとんど野放しになっているに近い現状です。

【図2】

　電通の過労自死事件は、私の事務所の先輩が担当した事件です。あの事件

でも、電通は36協定を労基署に提出をしていました。しかし、労基署が認定

した残業時間は103時間でしたか、36協定で定められている上限時間をはる

かに超える残業をしていたことになります。36協定が形ばかりあっても、そ

の限度内にきちんと収めるような体制が取られていない職場で、ああいった

悲劇が起こってしまうことになります。

　例えばですが、労働組合の活動としては、36協定の限度時間がしっかりと

守られているのかということをチェックしていただくこともあり得るのかと

は思います。もちろん、それぞれの労働組合の実情に合わせて活動していた

だければと思います。
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こまで、長時間労働に対し労働基準法でどういった定めがあるかという

話をさせていただきました。続いて、過労死と労災という話をさせてい

ただきたいと思います。

（１）脳・心臓疾患の労災認定

① 労災認定基準

　過労死と言われるものの典型は、脳・心臓疾患、脳卒中や心疾患によるも

のです。精神疾患やこれによる過労自死の場合は、厚生労働省で定めている

労災認定の基準も別のものがあるのですが、ここでは脳・心臓疾患の話を中

心にさせていただきたいと思います。

　過労がたたり、脳卒中になってしまい、倒れてしまったなどという話をお

聞きになるかと思いますが、一口に脳卒中と言っても、例えばその方の体質

の問題や生活習慣など、いろいろな要因があり、過重労働がもしなかったと

しても脳・心臓疾患は発生し得るわけです。ほかの原因もあり得る脳・心臓

疾患の中で、過労が原因であるのはどういったものか、という部分が過労死

の認定基準の問題になってきます。これを法律上の言葉で言うと、どこから

が業務起因性があるか、業務に起因して当該疾患が発生したと言えるかどう

かという話になってきます。

　厚生労働省の基準、「脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準について」

という通達を紹介します。これが労働基準監督署に労災の申請がなされた場

合の認定の基準になりますし、労災の裁判でもかなり参考にされている基準

になります。この中で、どういったものを業務起因性ありと判断するのかと

いう考え方が説明されています。脳・心臓疾患は、まず血管病変が発症の基

礎になっているということで、長い年月の中で血管病変がどんどんひどくな

り、発症に至ります。自然に暮らしていたらだんだんひどくなっていくのだ

けれども、その中で、業務で過重な負担がかかることにより、自然の経過よ

りもこれで著しく悪くなった場合というのが出てきます。そういった場合に

 3．過労死・労災

こ

全大教時報（Vol.41No.1 2017.4） 17

は業務と疾患の発症の間に因果関係があるということで、業務起因性ありと

判断する。つまり、労災と認定するという考え方がなされています。

　これは厚生労働省が定めた労災についての基準なので、公務員については

別の基準があります。人事院が定めた「心・血管疾患及び脳血管疾患等業務

関連疾患の公務上災害の認定について」こういった基準が人事院のほうでも

定められているのですが、厚生労働省が定めている基準とほとんど変わりま

せん。細かい違いはありますが、ほとんど一緒です。

② 業務による明らかな過重負担とは

　では、どういう業務負担があれば、業務による明らかな過重負担があった

のでこれは労災ですねと言えるかどうかということです。先ほどの電通事件

に関して、残業100時間ごときで死ぬなんて甘いというようなことを言って

いる人がいましたが、同じ100時間働いても死ぬ人もいれば死なない人もい

◆脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）
の認定基準について（平１３・１２・１２基発１０６３号）
脳・心臓疾患の発症の基礎となる血管病変は、長い年月の生活の
営みの中で形成され、それが徐々に進行し、増悪するといった自
然経過をたどり発症に至る
　↓
業務による明らかな過重負担が加わることによって、血管病変等
がその自然経過を超えて著しく増悪し、脳・心臓疾患が発症する
場合がある
　↓
そのような経過をたどり発症した脳・心臓疾患は、その発症にあ
たって、業務が相対的に有力な原因であると判断し、業務に起因
することの明らかな疾病として取り扱う

なお、公務員については「心・血管疾患及び脳血管疾患等業務関
連疾患の公務上災害の認定について（平１３・１２・１２勤補－３２３）」
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るわけで、人によって違う。しかし、これぐらいの業務上の負担があれば、

客観的に業務が原因でその病気を発症したと言えるという、ある程度客観的

な基準を定めたものが三つ（下記の㋐から㋒）ありますが、厚労省の基準だ

ということです。

㋐ 異常な出来事に遭遇した。例えば、自分のミスが原因で患者が死亡した

ような場合には、ものすごくショックを受けますよね。自分のせいで患者

さんの死亡を招いてしまったことになると、これは異常な出来事に当たる

典型例かと思います。

㋑ 発症に近似した時期において、特に過重な業務に就労したこと。これは

発症の時点から1週間のことを言います。1週間の間に特に過重な業務に

従事した結果、倒れてしまったという場合です。

㋒ 発症前の長期間にわたって著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重な業務

に就労したこと。これがいちばん多いです。

(1) 発症前の長期間にわたり著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重な業務

に就労したこと。これが先ほど申し上げた発症前6カ月の長時間労働と

いうことになります。発症前の6カ月間に、1カ月当たりおおむね45時

間を超えて時間外労働をして、それが長くなればなるほど、その業務と発

症の関連性が徐々に強まるのが基本的な考え方なので、45時間を超えな

い残業は業務との関連性が否定される方向に行くことが多いです。45時

間を超えただけでもいけなくて、これはグラデーションの問題ですが、

45時間を超えれば超えるほど関連性は高くなるという考え方です。そし

て、ほぼ確実にこれは労災だねと言える基準が次の(2)になります。

(2) 発症前1カ月におおむね100時間、または、発症前2カ月間から6カ

月間にわたり平均して月80時間を超える時間外労働が認められる場合に

は、業務と発症の関連性が強いことになります。私たちが過労死の相談

を受けた場合には、発症前6カ月間の月80時間という時間外労働時間を

立証できるかどうかに細心の注意を払います。立証できないといけない
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ので、実際は電通事件の被害者も103時間どころではない残業をしてい

たと思いますが、立証できた範囲が103時間ということです。1カ月間に

100時間または半年間平均80時間という時間外労働が立証できれば、ほ

ぼ確実に労災認定がされる基準になってくるということです。

　ここで、資料＜事案の概要＞に戻っていただきたいのですが、今回取り

上げた看護師の過労死裁判の時間外労働時間数を挙げておきました。一見

してわかるとおり、1カ月80時間に届いていません。平均して50時間から

60時間という時間数になります。では、これがなぜ労災と認定されたのか

という話で、この事案に入っていきたいと思います。

（２）労災の裁判のしくみ

　その前に、労災の裁判のややこしいところをあらかじめ説明しますが、労

災の裁判は2種類あります。①労災の認定に関する裁判と②民事裁判、労災

民訴と言われるもので、同じ件について裁判が2件起きているのが通常パ

ターンと言ってもいいです。1件しかないケースもありますが、2件起きて

いるのが結構普通です。

　労災ではないかと考えると、まず労働基準監督署に労災の申請をします。

そして、労働基準監督署が労災に当たるかどうかという審査をします。労働

基準監督署の判断で、これは労災だということになれば労災認定が出るし、

労災ではないと労基署が判断した場合には労災は下りないので、遺族に対す

る年金や一時金の給付もないことになります。遺族の方が、この労基署の判

断に不服の場合に、その労基署の判断が正しいかどうかを争って起こす裁判

が一つ目の類型です。労災の認定を求める。労災上の給付を求める裁判が一

つあります。

　ただ、労災が認められたとしても、例えば慰謝料などは労災からは出ない。

そういった足りない部分の給付を求める裁判が、会社あるいは使用者を相手

にした裁判で、民事訴訟、労災民訴といわれるものになります。まずはこの

2種類の裁判があることだけ頭に置いていただければと思います。
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（３）看護師過労死事件

①裁判の経過

　看護師の過労死の事件に戻りますが、この裁判でも二つ裁判が起きていま

す。

　「ア　国家公務員災害補償法に基づく遺族補償金一時金等請求」が、最初に

言った労基署の判断を争う裁判みたいなものだと思ってください。みたいな

ものと言ったのはなぜかというと、この方は公務災害の適用のある方で、人

事院の判断を争ったので、労基署の判断がされたわけではないのですが、民

間の場合の労基署のようなものと思ってください。人事院のほうで、公務員

の場合の労災は公務災害と言いますが、公務災害に当たらないという判断が

されたので、その人事院の判断を争う裁判が起こされたことになります。

　イが、国を相手に争った民事上の損害賠償請求事件になります。この裁判

の難しいところは、イのほうの損害賠償請求事件では、業務と彼女の死亡と

の間には関連性がない、業務起因性がないと認定され、請求が棄却されてい

ます。

●裁判の経過

ア　国家公務員災害補償法に基づく遺族補償金一時金等請求
　　２００５年提訴
　　大阪地方裁判所２００８年１月１６日判決（労判９５８号２１頁）
　　大阪高等裁判所２００８年１０月３０日判決（労判９７７号４２頁）

イ（関連事件）損害賠償請求事件
　　大阪地方裁判所２００４年１０月２５日判決（労判８８０号１８６頁）
　　大阪高等裁判所２００７年２月２８日判決（労判９５８号９３頁）
　　最高裁判所平成２００７年１０月２３日決定（判例集未搭載）
　上告不受理決定
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②本件の特徴

　この件の特徴は冒頭にも申し上げたとおり、被災者の方が25歳でたいへ

んお若いことが一つの特徴です。月平均50時間ないし60時間程度の時間外

労働であったということで、先ほどの労災認定基準をそのまま当てはめただ

けでは業務起因性が認められない可能性がある事案でした。だからこそ、損

害賠償請求のほうでは棄却されてしまったわけです。

　さらに、彼女の体にウィリス動脈輪の形成不全という、もともと、くも膜

下出血を起こしやすい形成不全があったということで、業務とくも膜下出血

との間に相当因果関係があるかという医学的な因果関係も争いになったこと

になります。今日は、この医学的な問題には触れないでおいて、過重性の判

断のところだけ取り上げたいと思います。

③判断のポイント

㋐看護業務の質的過重性

　ア事件の2008年10月30日大阪高裁判決でどういう認定がされたかを紹

介したいと思います。彼女が行っていた看護業務がたいへん重いものだった

ということで、いくつかポイントを挙げています。一つ目が、看護業務その

ものが質的に過重な業務ではないかということが挙げられます。彼女が配属

されていた病棟が脳神経外科であったということで、体が不自由な患者を介

助するために体への負荷の重い重労働があるということです。動かすのも大

変な患者さんを常に相手にしていなければならないという、体に対する負荷

の高さが一つ、ポイントとしてあります。

　さらに、生命にかかわる複雑かつ緊急を要する判断を要求されるというこ

とで、その業務についている間はずっと緊張していなければならない。緊張

すると血圧が高くなるので、血管に対する負荷が高いので、緊張がずっと続

く業務は脳・心臓疾患を起こしやすい業務であると考えられます。さらに、

循環器病センターという病院そのものが高度専門性を要求される病院である

ということで、看護師の皆さんに求められている水準も高度で、体への負担

と精神的な負担もすごく高かったという判断がされています。



22 全大教時報（Vol.41No.1 2017.4）

㋑人員配置上の過重性

　さらに、二つ目ですが、人員配置上の過重性ということで、この病院は看

護師の定着率が悪く、5～6年目の中堅看護師がほとんどいない状況の中で、

彼女は3～4年目の看護師だったということです。本来であれば5～6年の

中堅看護師と言われる世代の人たちがやらないといけないような新人の教育

や、ある程度のリーダーシップを取っての業務を彼女が担わなければいけな

かった状況にありました。これも人員配置上の過重性があったと判断をされ

ています。

㋒変則的勤務の過重性

　さらに、ここが恐らく判決の中でもいちばん重視されたところだと思いま

すが、変則的勤務の過重性です。日勤や夜勤を組み合わせた勤務になるので、

簡単に言えば、勤務と勤務の間の時間が短かったことになります。

　判決の中で二つ、例として取り上げられています。

シフト①
日勤→深夜勤（発症前６か月間に２２回）
午後７時３０分に勤務を終え、翌日午前０時３０分に出勤
勤務の間隔は５時間

シフト②
準夜勤→日勤（発症前６か月間に８回）
午前２時１５分に勤務を終え、同日午前８時に出勤
勤務の間隔は５時間４５分
↓
通勤、食事、入浴、必要な家事を考えても、睡眠にあてることの
できた時間は３～４時間にすぎない
→疲労の回復のために十分な量の睡眠をとることはできなかった

　シフト①をご覧ください。まず日勤が午前8時30分からで、深夜勤が午前

0時30分からなのですが、日勤の次の日が深夜勤だったというようなシフト

の組まれ方が発症前の半年間、22回あった。そうすると、彼女の働き方から
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言うと、夜の7時半に勤務を終え、その日の深夜12時半にはまた出勤しな

いといけない。こういうシフトが半年間で22回あった。月平均3回以上

あったことになります。そうすると、勤務の間隔が5時間しかない。家へ帰

り、お風呂に入り、食事をするだけでだいたい2～3時間かかるので、まと

もに寝ることができないようなシフトが月3回以上あったということです。

　さらに二つ目、シフト②です。準夜勤が午後4時半から、その翌日が日勤、

午前8時半からというシフトで、これが発症前半年間に8回あった。月1回

以上あったことになります。そうすると、深夜の2時15分に勤務を終わり、

翌朝また8時に出勤しなければいけなかったということで、勤務の間隔が5

時間45分しかなかったことになります。

　この二つを合わせると、半年間にこんなシフトが30回ある。月平均5回あ

るということなので、判決の中でも、通勤、食事、入浴など、あるいは必要

な家事ということを考えても、睡眠に充てることのできた時間はどんなに長

くても3～4時間ではないかということで、これでは疲労が回復しないまま

次の日の勤務をしないといけないので、次の日の勤務にかかる重さはすごく

高いものだったと判断され、結論として公務災害に当たる。業務と関連性の

ある疾患であると判断されたことになります。ただ単に時間外労働の時間数

だけを見るのではなく、こういった不規則な勤務をしていることが、ポイン

トとしてかなり判断された事案であったことになります。

（４）医療従事者の過労死・過労自死事件

　参考ということで、ほかの医療従事者の過労死、過労自死、労災事案をい

くつか紹介させていただきました。過労自死の場合には、うつ病をまず発症

して、そのうつ病の症状として自死をされると考えられています。業務とう

つ病の発症の間に業務起因性がある場合とか、うつ病を患っている中で過重

な業務をさせられ、重篤化して自死をしてしまった場合などに労災が認定さ

れることになります。

　いくつか事案を紹介したいと思います。本当に痛ましいことに若い方ばか

りです。まず、土浦労基署長事件は外科医の方ですが、死亡当時29歳で、
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転勤後1週間たたないうちに過労自死されたという事案です。転勤前の職務

が非常に厳しかったということで労災の認定がされました。この方は月平均

170時間を超える時間外労働をしていて、外科医なので集中力がすごく要求

されます。手術の間、ずっと緊張していないといけないし、専門的な技術も

必要である。そういった業務の重さ、あるいはオンコール、呼び出しがあれ

ば常に応じなければいけないという制度がありますが、そのオンコール自体

も負担であるということで、この方の自死は業務と関連性があると判断され

たということです。

　二つ目は新宿労基署長事件。佼成病院事件ですが、新宿労基署長事件は労

災認定を争った事件で、こちらでは労災であると認められているのですが、

病院を相手取った損害賠償事件では業務起因性が否定されています。同一事

件でも裁判所の判断が分かれている事件です。この方は小児科の部長代行と

いう管理職の方で、死亡当時44歳です。小児科の部長代行に就任した後に、

自分の部署で2人のお医者さんが退職すると言ったので、代わりのお医者さ

んを探さなければいけないという職務にあった。しかし、うまく探せない、

見つからない、人が来ないということで、そういったストレスの高さ、ある

いは業務自体も非常に重いものだったということ。さらに、1カ月間に宿直

が8回、そのうち十分に仮眠時間を取れたのが3回ということで、過重な労

働があったということで労災の認定がされたという事件です。

　三つ目の積善会事件ですが、この方は麻酔科の研修医で、死亡当時28歳。

この方も非常に若いです。この事件の特徴は、自死されたわけですが、うつ

病を発症している中でも通常どおりの業務をさせた。うつ病発症との因果関

係は否定されたのですが、うつ病だということを病院もわかっていたのに業

務を軽減させなかった。通常どおり宿直をさせていたし、通常どおりの業務

をさせていたということで、自死との間の因果関係を肯定したことになりま

す。これは損害賠償請求事件なので、損害賠償請求の場合は業務と死亡との

因果関係だけではなく、病院が安全配慮義務を尽くしていなかったことも要

件になってくるので、安全配慮義務違反が一つ争点になっていました。うつ

状態にあることを病院がわかっていて、病院としても何も対策を取らなかっ
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たわけではないのですが、十分でなかったということで損害賠償請求が認め

られたということです。

　ちなみに、安全配慮義務違反についてリーディングケースと言われるのが、

前回の電通事件です。自死をした方の事件ですが、使用者は労働者の時間を

拘束して働かせているわけなので、業務によって労働者が健康を害さないよ

うに気をつける安全配慮義務があることを言ったリーディングケースの裁判

例として知られています。安全配慮義務は、労働契約法5条として条文化さ

れました。

　最後、大阪府立病院です。これは急性心不全によって亡くなられた医師の

事件です。この方も死亡当時33歳。本当に皆さんお若いです。府立病院な

ので、これも公務災害ということにはなるのですが、公務災害としては棄却

されている事件の損害賠償請求です。この方も麻酔科医で、通常の勤務のほ

かに宿直、日直、重症当直、オンコールといった制度で拘束をされていた。

この方の残業時間は6カ月で平均88時間と認定されているのですが、88時

間は宿直、日直、重症当直、オンコールを除く時間なので、88時間のほかに

日直や宿直で病院にいなければいけなかった。オンコールで待機をしていな

ければいけなかったことになります。この方は非常に勉強熱心な方で、論文

をたくさん書いておられます。2年の間に論文を4本発表して、学会で3回発

表しておられる。そういった勤勉さ、真面目さも一つ、死亡とつながってい

るのではないか。自分で業務を過重にしていたのではないかということも争

いになったので、少し過失相殺をされている事案です。

　仕事にやりがいがあるのだからということで、自分で追い込み、自分で自

分の労働状況を重くしてしまうことが往々にしてあります。ご自分の体をま

ずは守ることをしていただかないといけないし、職場の状況に配慮して、人

がいないから夜勤に入らないとは言えないことが往々にしてあるとは思いま

すが、ご自身の健康を守ることを、まずお考えになっていただければと思い

ます。こういった過労死をされた事件、医療労働者の方はたいへん多くい

らっしゃるので、このような事件も参考にしながら、配慮を求めるなり、工

夫を求めるなりしていっていただければと思います。
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後に、医療労働者の健康を守るためにということで少しお話しさせて

いただきます。看護師の方の過労死の事件でもわかるとおり、残業時

間が月80時間を超えなければいいというわけではなく、その間隔が不規則

であるとかいうことによっても体に対する負担は非常に高くなります。最近、

働き方改革などと安倍政権が押し出していますが、その中にはホワイトカ

ラーエグゼンプション、ホワイトカラーの方々については残業代をゼロにし

ようということも含まれています。ただ、残業代は通常の給料の1.25倍は払

わなければいけないのです。なぜ、そのように定められているかというと、

残業代を払わせるのは使用者にとってのペナルティーです。ペナルティーを

使用者に課して過重な長時間労働はさせないようにしようという制度趣旨で、

1.25倍払わなければいけないようになっているので、このペナルティーがな

くなると、際限なく使用者が労働者に対し長時間労働をさせることが起こる

のではないかと危惧しているところです。

　これを推進している方々は、残業代が払われなくなれば残業代目的の残業

が減るというようなことを言っています。残業代がどうせ払われないから残

業しても無意味だと思い、労働者が自ら仕事を切り上げて帰るようになるだ

ろう。だから、これは長時間労働対策にもなるのだと。ただ、残業代請求事

件を多数取り扱っている私から見ると、推進派は、労働者の実態が見えてな

いと思います。

　残業代が出ない会社はたくさんあります。違法ですが、出ない会社はたく

さんある。そこで、残業代がどうせ出ないから帰ろうとなっているかという

と、なっていなくて、残業代が出ないから残業していけと上司から言われた

りするわけです。あるいは、帰りたくても帰れない。職場の雰囲気が帰れる

ような状況ではない方はたくさんいらっしゃいます。残業代をゼロにすると、

残業を少なくしようという使用者のモチベーションを下げることにはなると

思います。

　また、それと同じようなことが裁量労働制の拡大でも言われています。医

 4．医療労働者の健康を守るために

最
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療現場ではあまりないかもしれませんが、例えば営業職の方や企画をするよ

うな職業の方や、自分である程度裁量をつけられる方に関して、裁量労働制

の拡大ということが言われています。これによっても、ますます長時間労働

がまん延するのではないかということで心配をしています。

　むしろ必要なのはインターバル規制ではないか。インターバル規制は、勤

務と勤務の間を最低何時間以上あけなければいけないという規制です。例え

ば、朝の9時から、本来であれば18時までが所定労働時間だけれども、そ

れを超えて23時まで5時間残業したことになると、仕事が終わってから次の

勤務までの間が10時間しかない。10時間で、家に帰り、お風呂に入り、食

事をして寝なければいけないわけなので、10時間は最低ないと、少なくとも

健康は守れないのではないかということも言われています。10時間で足り

るのかというのも当然あると思います。こういったことも規制として入れな

ければいけないのではないかと考えているところです。

　参考ということで、公益社団法人日本看護協会が交代制勤務に関するガイ

ドラインを出しています。交代制勤務が看護師の皆さんの健康を害さないよ

うにするために、どのようにしなければいけないかというガイドラインです。

やはり、最初はインターバルです。①勤務間隔。勤務と勤務の間隔を11時

間以上あけなければいけない。当然だと思います。通勤に1時間以上かかり、

睡眠時間を確保しようと思うと、11時間以上は必要ではないか。あるいは勤

務の拘束時間を13時間以内にしなければいけないのではないだろうか。夜

勤回数が3交代制勤務は月8時間以内を基本としなければいけないのではな

いだろうか。あるいは夜勤の連続回数を2連続までにしないといけないので

はないだろうか。

　こういったガイドラインなども参考にしていただき、それぞれの職場の中

で、もし過労の実態があるのであれば、どういう制度が導入されれば看護師

の健康が守られるのかということを、ぜひ議論していただければと思います。

　とりあえず私からは以上にさせていただきます。どうもありがとうござい

ました。（拍手）


